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は じ め に 
 
 危険物、液状化物質等の船舶運送中に人命、船体、財貨等に有害な影響を及ぼすおそれのある

貨物については、その取り扱いを適切、かつ、国際的に統一した基準で行うことが要請されてい

る。このため、国際海事機関（IMO）は SOLAS 条約第 VI 章・第 VII 章をはじめ各種の規則・基

準を整備し、その多くは日本国内法にも取り入れられている。これら規則・基準の IMO におけ

る審議の詳細は、危険物、固体貨物及びコンテナ小委員会（DSC 小委員会）に委ねられている。

DSC 小委員会は、危険物、固体ばら積み貨物、コンテナ等貨物の海上運送に係る IMDG コード

（国際海上危険物規程）、BC コード（固体ばら積み貨物の安全実施規則）、CSS コード（貨物の

積付け及び固定に関する安全実施規則）等について審議を行なっている。また、海洋汚染防止条

約附属書Ⅲ（MARPOL 条約）に基づく個品運送の海洋汚染物質の特定及びその運送要件は

IMDG コードにより規定されており、同小委員会への付託事項の一つである。また、ばら積み液

体及び気体物質小委員会（BLG 小委員会）にて検討が行われているばら積み液体危険物の海洋

に対する危険性評価法は、基本的に個品危険物（海洋汚染物質）のそれと同じであり、その運送

に係る国際規則は共にわが国危険物運送規則である「危険物船舶運送及び貯蔵規則（危規則）」

に採り入れられている等、危険物の個品運送及びばら積み運送は相互に密接な関係がある。 
 一方、国連危険物輸送・分類調和専門家委員会（UN 委員会）は、危険物の国際的な安全輸送

要件（危険物の定義、分類、容器及び包装、表示及び標札、危険性評価試験方法及び判定規準

等）及び製造、輸送、貯蔵等の全ての分野における化学物質の分類及び表示の世界的調和

（GHS）についての検討を行っている。UN 委員会で決定された輸送要件や有害化学物質の分類

及び表示の要件は、危険物輸送や GHS に関する国連勧告としてまとめられ、危険物の海上運送

規則である IMDG コードをはじめとする各輸送モードの国際運送基準や各国危険物輸送規則のモ

デル規則及び有害物質の分類表示に関する規則に取り入れられている。 
 DSC 小委員会及び UN 委員会で検討される内容は広範かつ詳細に及んでいるが、国内関連規則

に直接係わりがあることから同小委員会及び委員会への提案については、日本の実状を踏まえた

正確な対応が要請される。 
 こうした背景から、危険物及び特殊貨物の海上運送に関する専門家により構成される本委員会

は、DSC 小委員会及び UN 委員会における各種検討事項について日本の意見を集約し、同小委員

会及び委員会への日本意見をより確実に表明するとともに、関連情報を収集するために同小委員

会等へ専門家を派遣している。また BLG 小委員会及びその作業部会にも専門家を派遣し、最新

の情報を入手し本調査研究に反映させると共に、ばら積み危険物の海上運送に係る国際基準の策

定に参画している。 
 本報告書は、本委員会の活動の成果をまとめたものである。 
 

* * * 



 



第 1 章 調査研究の目的及び概要 
 
1.1 調査研究の目的 
 国際海事機関（IMO）の「危険物・固体貨物及びコンテナ小委員会（DSC 小委員会）」及び

「ばら積み液体及び気体物質小委員会（BLG 小委員会）」並びに国連（UN）の「危険物輸送及

び分類調和専門家委員会（UN 委員会）」への対応を検討するために、危険物及び特殊貨物の海

上運送に関する専門家から成る委員会を設置し、我が国関係業界等の意見を包括的に集約すると

共に、専門家を両国際機関委員会に派遣し各国専門家と直接意見や情報を交換することにより我

が国の意見を反映し、危険物及び特殊貨物の安全でスムーズな海上運送に寄与することを目的と

する。 
 
1.2 調査研究の概要 
1.2.1 DSC 小委員会及び BLG 小委員会への対応 
 IMO 第 11 回 DSC 小委員会での審議に対応するため「危険物等海上運送国際基準検討委員会」

並びに同委員会の下に「危険物運送要件部会」、「特殊貨物運送部会」及び「危険性評価試験部

会」を設置し各国提案文書等の詳細な検討を行い、DSC 小委員会への我が国の対応案を作成し

た。更に、危険物及び特殊貨物の海上運送に係る専門家を DSC 小委員会及び同作業部会に派遣

し、危険物等海上運送に係る国際基準に我が国意見の反映をはかると共に、最新の情報を入手し

我が国の海事関係者に周知した。 
また、IMO 第 10 回 BLG 小委員会及び同小委員会第 12 回汚染危険評価（ESPH）作業部会に専

門家を派遣し、ばら積み危険物の海上運送に係る国際基準の策定に参画すると共に、「危険物等

海上運送国際基準検討委員会」の下部組織として設置した「ばら積み液体危険物部会」を通じて

最新の情報を我が国の海事関係者に周知した。 
1.2.2 UN 委員会への対応 
 第 29 回及び 30 回国連危険物輸送専門家小委員会（UNSCETDG）、第 11 回及び 12 回国連分類

調和専門家小委員会（UNSCEGHS）並びに第 3 回国連危険物輸送及び分類調和専門家委員会で

の審議に対応するため「危険物等海上運送国際基準検討委員会」の下に「危険物輸送 UN 対応部

会」を設置し各国提案文書等の詳細な検討を行った。更に、これら検討結果を踏まえ、同 UN 小

委員会に日本代表委員を派遣し、危険物等海上運送に係る国際基準に我が国意見及び提案文書の

反映をはかると共に、国連勧告に関する最新の情報を入手し我が国の関係者に周知した。 
1.2.3 委員会の開催 

(1) 危険物等海上運送国際基準検討委員会 
第 1 回会合：平成 18 年 6 月 5 日 
第 2 回会合：平成 19 年 2 月 28 日 

(2) 危険物運送要件部会 
第 1 回会合：平成 18 年 8 月 21 日 
第 2 回会合：平成 18 年 10 月 19 日 

(3) 特殊貨物運送部会 
第 1 回会合：平成 18 年 6 月 20 日 
第 2 回会合：平成 18 年 8 月 22 日 
第 3 回会合：平成 18 年 10 月 19 日 
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(4) ばら積み液体危険物部会 
第 1 回会合：平成 18 年 6 月 28 日 
第 2 回会合：平成 18 年 10 月 31 日 

(5) 危険物輸送 UN 対応部会 
第 1 回会合：平成 18 年 6 月 12 日 
第 2 回会合：平成 18 年 8 月 9 日 
第 3 回会合：平成 18 年 11 月 20 日 
第 4 回会合：平成 19 年 1 月 15 日 

1.2.4 海外委員会等への派遣 
(1) IMO 第 10 回 BLG 小委員会：平成 18 年 4 月 3 日～7 日 

派遣者： 濵田高志 
(2) 第 29 回 UNSCETDG 及び第 11 回 UNSCEGHS：平成 18 年 7 月 3 日～14 日 

派遣者： 八十川欣勇 
   三宅庸雅 

(3) IMO･BLG 小委員会第 12 回 ESPH 作業部会：平成 18 年 9 月 4 日～8 日 
派遣者： 濵田高志 

(4) IMO 第 11 回 DSC 小委員会：平成 18 年 9 月 11 日～15 日 
派遣者： 浦 環 
   濵田高志 

(5) 第 30 回 UNSCETDG 及び第 12 回 UNSCEGHS 並びに第 3 回 UNCOETDG&GHS：平成 18
年 12 月 4 日～15 日 

派遣者： 八十川欣勇 
   三宅庸雅 

 
 

* * * 

- 2 - 



- 3 - 

第 2 章 国際海事機関 危険物、固体貨物及びコンテナ小委員会 
 

2.1 第 11 回 DSC 小委員会への対応 

 危険物等海上運送国際基準検討委員会及び関連部会において第 11 回 DSC 小委員会提案文書概

要（付録 1.1）を作成し、これに基づき審議検討を行った。その検討結果を同付録 1.1 に示す。 
 
2.2 DSC 小委員会等審議概要 
2.2.1 第 11 回 DSC 小委員会報告 
(1) 会合の概要 

① 平成18年9月11日～15日 ロンドンICO（国際コーヒー機関） 
② 参加国又は機関 

アルジェリア、アンゴラ、アルゼンチン、豪、バハマ、ベルギー、ブラジル、カナダ、

チリ、中国、コロンビア、キューバ、キプロス、北朝鮮、コンゴ、デンマーク、エクア

ドル、エジプト、エストニア、フィンランド、仏、独、ギリシャ、インドネシア、イラ

ン、イスラエル、イタリア、日本、ラトビア、リベリア、リトアニア、マレーシア、マ

ルタ、マーシャル諸島、メキシコ、モロッコ、蘭、ニュージーランド、ナイジェリア、

ノルウェー、パナマ、ペルー、ポーランド、韓国、ロシア、サウジアラビア、シンガ

ポール、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、スイス、タイ、トルコ、ツバル、英、

米、ウルグアイ、ベネズエラ、香港、クック諸島、IAEA、EC、MOWCA、ICS、ISO、

IUMI、 ICFTU、BIMCO、 IACS、 ICHCA、CEFIC、OCIMF、 IICL、 IFSMA、 IRU、

DGAC、INTERCARGO、IMarEST、WNTI、IBTA及びVOHMA 
③ 議長等 

議 長：Mrs. Olga Pestel Lefèvre (仏) 
副議長：Capt. J. Pablo Heusser （チリ） 
事務局：Mr. I. Rahim 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
小磯 康  在連合王国大使館一等書記官 
高橋 治  国土交通省海事局検査測度課 
浦  環  東京大学 生産工学研究所 
太田 進  独立行政法人海上技術安全研究所 
松尾 守  財団法人日本海事協会 
保坂 均  社団法人日本船主協会（ロンドン） 
濵田 高志 社団法人日本海事検定協会 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② 他のIMO機関の決定 

③ 国連勧告との調和を含むIMDGコード及び追補の改正 

④ 固体ばら積み貨物の性状評価を含むBCコードの見直し 

⑤ BCコードの強制化 
⑥ 海難・事故報告及びその分析 
⑦ 海上保安強化のための措置 
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⑧ コンテナの重大構造欠損に関するガイダンス：重大欠陥の報告手順 
⑨ SPSコードの見直し 
⑩ CSSコードの改正 
⑪ LHNS及びOSVガイドラインの見直し 
⑫ BLUコードの穀類への適用拡大 
⑬ コンテナ固縛時の安全作業環境整備に関するガイダンス 
⑭ 船内における殺虫殺菌剤の使用に関する勧告の見直し 

⑮ SOLAS及び2000HSC Codeにおける個品危険物に関する要件の適用 
⑯ 作業計画及びDSC 12の議題 

⑰ 2007年議長及び副議長の選出 
⑱ 海上安全委員会への報告 

(3) 審議結果一覧 
 表 2.2.1 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 1.1 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 1.2 に示す。 
 

表 2.2.1 DSC 11 審議結果一覧表（1/3） 
（平成18年9月11日～15日、ロンドン） 

議 
題 

文 書 
番 号 提案国等 文 書 標 題 対 応 審議結果 

1 11/1/Rev.
1 

事務局 暫定議題 － － 

 11/1/1 事務局 暫定議題の注釈 － － 
2 11/2 事務局 A 24、FP 50、DE 49、MEPC 54、BLG 10、MSC 

81及びFAL 33の審議結果 
適 宜 ノートされた。

 11/2/Add.
1 

事務局 FAL 33の審議結果 適 宜 DSC 11/3/12参照

3 11/3 E＆T ETグループの報告 適 宜 ノートされた。

 11/3/1 ポーランド IMDGコードの改正：硝酸マグネシウム（UN 
1474）の特別要件 

適 宜 原則合意（E&T
グループ） 

 11/3/2 ドイツ及び

スウェーデ

ン 

IMDGコードの改正：限定的波高海域における

RO-RO船による危険物の運送 
適 宜 合意されなかっ

た。 

 11/INF.5 フィンラン

ド 
低波高海域（LWHA）コンセプトの取り入れに関

する研究 
適 宜 DSC 11/3/2参照

 11/3/3 ドイツ IMDGコードの改正：CTU内にて冷却目的に使用

される無包装のドライアイス 
適 宜 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/4 ドイツ IMDGコードの改正：削除された国連番号 支 持 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/5 ドイツ IMDGコードの改正：隔離グループ及びインデッ

クス 
支 持 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/6 WG議長 MARPOL73/78条約附属書Ⅲ見直しに関するWG

の報告 
適 宜 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/7 ベルギー IMDGコードの改正：ポータブルタンクによる運

送 
適 宜 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/8 カナダ IMDGコードの改正：火薬類の積載及び取り扱い

に関連する事件 
適 宜 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/9 ドイツ IMDGコードの改正：（家庭用）アルカリ蓄電池

が関連する事故 
適 宜 取り下げ 
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表 2.2.1 DSC 11 審議結果一覧表（2/3） 
議 
題 

文 書 
番 号 提案国等 文 書 標 題 対 応 審議結果 

3 11/3/10 ベルギー、

フランス及

びオランダ 

IMDGコードの改正：隔離要件 適 宜 継続審議 

 11/3/11 米国 IMDGコードの改正：運送書類への隔離グループ

の記載 
適 宜 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/12 事務局 IMDGコードの改正：クラス7貨物の運送阻害 適 宜 FAL委員会への

意 見 を 準 備 し

た。 
 11/3/13 イラン IMDGコードの改正：危険物収納コンテナのプラ

カード貼付位置 
適 宜 合意されなかっ

た。 
 11/3/14 韓国 IMDGコードの改正：二酸化炭素（UN 1013）の

特別要件SP 911の削除 
適 宜 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/15 米国 IMDGコードの改正：UN 3166及びUN 3171の使

用 
支 持 原則合意（E&T

グループ） 
 11/3/16 英国 IMDGコードの改正：積載及び隔離要件 適 宜 継続審議 
4 11/4 WG議長 BCコードの見直し：DSC 10で開催されたWGの

報告 
適 宜 承認された。 

 11/4/1 オーストラ

リア及び日

本 

BCコードの見直し：CGの報告（パート1） 適 宜 継続審議（CG
設置） 

 11/4/2 ベネズエラ BC コードの見直し： DRI (A) Briquettes, hot-
moulded Finesの分析 

適 宜 継続審議（CG
設置） 

 11/4/3 ベネズエラ BC コードの見直し： DRI (A) Briquettes, hot-
moulded Finesの運送に伴う危険性 

適 宜 継続審議（CG
設置） 

 11/4/4 ベネズエラ BC コードの見直し： DRI (A) Briquettes, hot-
moulded Finesの運送に関する安全作業 

適 宜 継続審議（CG
設置） 

 11/4/5 ドイツ BCコードの見直し：硫黄の分類 適 宜 合意されなかっ

た。 
 11/4/6 イタリア BCコードの見直し：Chopped tyreのばら積み運送 適 宜 継続審議 
 11/4/7 米国 BCコードの見直し：MHBの判定基準の策定 適 宜 継続審議 
 11/4/8 カナダ BCコードの見直し：石炭の自己発熱 適 宜 ノートされた。

 11/4/9 オーストラ

リア 
BCコードの見直し：Fuzzy cotton seedの運送 適 宜 合意された。 

 11/4/10 マーシャル

諸 島 及 び
INTERCAR
GO 

BCコードの見直し：CGの報告（パート1）へのコ

メント 
適 宜 継続審議（CG

設置） 

 11/INF.6 オーストラ

リア 
BCコードの見直し：Fuzzy cotton seedの試験結果 適 宜 DSC 11/4/9参照

5 11/5 オーストラ

リア及び日

本 

BCコードの強制化：CGの報告（パート2） 適 宜 継続審議（CG
設置） 

 11/5/1 オーストラ

リア及び日

本 

BCコードの強制化：CGの報告（パート3） 適 宜 継続審議（CG
設置） 

 11/5/2 オーストラ

リア 
BCコードの強制化：BCコード強制化後の適用除

外規定 
適 宜 継続審議（CG

設置） 
6 11/6 ドイツ RICKMERS GENOA号での爆発事故 適 宜 国連への提案を

要請した。 
 11/INF.4 事務局 RICKMERS GENOA号での爆発事故 適 宜 DSC 11/6参照 
 11/6/1 カナダ CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。

 11/6/2 ベルギー CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。
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表 2.2.1 DSC 11 審議結果一覧表（3/3） 
議 
題 

文 書 
番 号 提案国等 文 書 標 題 対 応 審議結果 

6 11/6/3 イタリア CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。

 11/6/4 カナダ 損傷コンテナによる事件、個品危険物 適 宜 継続審議 
 11/6/5 スウェーデ

ン 
CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。

 11/6/6 フランス ばら積船ADAMANDAS号の全損事故 適 宜 DSC 11/4/2参照

 11/INF.3 フランス ばら積船ADAMANDAS号の全損事故の調査報告 適 宜 DSC 11/4/2参照

 11/6/7 韓国 CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。

 11/6/8 米国 CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。

 11/6/9 チリ CIPの結果報告 適 宜 ノートされた。

7 11/7 DG議長 海上保安強化のための措置：DSC 10で開催され

たDGの報告 
適 宜 BC コード新 11

章案が合意され

た。 
 11/7/1 ICHCA 海上保安強化のための措置：港湾地域における

危険物の安全運送及び関連作業に関する勧告の

見直し 

適 宜 改正案が準備さ

れた。 

9 11/9 事務局 SPSコードの見直し：小委員会の権限範囲に関連

するSPSコードの抜粋 
適 宜 継続審議（E&T

グループ） 
 11/9/1 事務局 SPSコードの見直し：NAV 51、SLF 48、FP 50及

びDE 49の審議結果 
適 宜 ノートされた。

10 11/10 スウェーデ

ン 
CSSコードの改正：RO-RO船よる自動車運送のた

めの固定設備に関するガイドライン（決議

A.581(14)）の見直し提案 

適 宜 継続審議（CG
設置） 

11 11/11 オーストラ

リア 
LHNS及びOSVガイドラインの見直し：CGの報

告 
適 宜 承認された。 

12 11/12 米国 BLUコードの穀類への適用拡大：CGの報告 適 宜 継続審議（CG
設置） 

13 11/13 英国 コンテナ固縛時の安全作業環境の整備に関する

ガイダンスに関するCGの報告 
適 宜 継続審議（CG

設置） 
14 11/14 英国 くん蒸貨物輸送ユニット 適 宜 継続審議 
18 11/17 事務局 危険物輸送に関する国連勧告と危険物運送規則

の世界的調和促進のための選択肢 
適 宜 ノートされた。

 11/18 事務局 IMDGコードの実施 適 宜 ノートされた。

 11/18/1 ドイツ 水と反応する物質の消火設備及び積載方法 適 宜 ノートされた。

 
 
2.2.2 第 10 回 BLG 小委員会報告 
(1) 会合の概要 

① 平成18年4月3日～7日 ロンドンIMO本部 
② 参加国又は機関 

アルジェリア、アンゴラ、アルゼンチン、豪、バハマ、ベルギー、ボリビア、ブラジル、

カナダ、チリ、中国、コロンビア、キプロス、デンマーク、ドミニカ、エクアドル、エ

ジプト、エストニア、フィンランド、仏、独、ギリシャ、インドネシア、イラン、イラ

ク、アイルランド、イスラエル、イタリア、日本、ケニヤ、リベリア、マレーシア、マ

ルタ、マーシャル諸島、メキシコ、モロッコ、蘭、ニュージーランド、ナイジェリア、

ノルウェー、パナマ、ペルー、フィリピン、ポーランド、ポルトガル、韓国、ルーマニ

ア、ロシア、サウジアラビア、シンガポール、スロベニア、南アフリカ、スペイン、ス

ウェーデン、トルコ、ツバル、英、米、ウルグアイ、バヌアツ、ベネズエラ、香港、

EC、ICS、IUMI、ICFTU、CIRM、IAPH、BIMCO、IACS、ICHCA、CEFIC、OCIMF、
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FOEI、IFSMA、INTERTANKO、IUCN、SIGTTO、DGAC、ICCL、EUROMOT、IPIECA、

IPTA及びIBTI 
③ 議長等 

議 長：Mr. Z. Alam（シンガポール） 
副議長：Mr. S. Oftedal（ノルウェー） 
事務局：Mr. J. West-Wood Booth & Mr. S. Micallef 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
植村 忠之 在連合王国大使館一等書記官 
神谷 和也 国土交通省海事局検査測度課 
篠村 義夫 財団法人日本船舶技術研究協会 
岡村 敏  財団法人日本船舶技術研究協会 
石綿 雅雄 社団法人日本化学工業協会 
戸松 憲治 日本内航海運組合総連合会  
濵田 高志 社団法人日本海事検定協会 （他 計30名） 

(2) 議 題 
① 議題の採択 

② 他のIMO機関の決定 

③ 化学物質の安全及び汚染危険度評価及び改正の準備 
④ 2004年バラスト水管理規制条約の統一的実施のための指針の作成 

⑤ 毒性物質を含む貨物を輸送する全ての種類のタンカーの人員保護の要件 
⑥ ガス燃料船の規定の策定 
⑦ 決議MEPC.2(Ⅵ)の改正 
⑧ 汚水の排出速度に関する基準の策定 
⑨ IACS統一解釈の検討 
⑩ 海難分析 
⑪ バラスト水管理の安全性 
⑫ 船上における窒素酸化物排出削減のための同等措置指針 
⑬ 硫黄酸化物排出制限の強化のための他の技術的検証方法の指針 
⑭ MARPOL附属書VI及び窒素酸化物技術コード 
⑮ 海上における油輸送作業からの海洋汚染防止のためのMARPOL附属書Iの改正 
⑯ 作業計画及びBLG11の議題 
⑰ 2007年議長及び副議長の選出 

⑱ 海上安全委員会及び海洋環境保護委員会への報告 

 (3) 審議の概要 
 審議の概要（ケミカル物質の安全及び汚染危険性の評価並びにその結果による改正の準備（第

3 議題）関係）を付録 1.3 に示す。 
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2.2.3 第 12 回 BLG 小委員会 ESPH 作業部会報告 
(1) 会合の概要 

① 平成18年9月4～8日 英国 Maritime & Coastguard Agency本部 
② 参加国又は機関 

ベルギー、フィンランド、仏、独、日本、マレーシア、メキシコ、蘭、ノルウェー、パ

ナマ、シンガポール、スウェーデン、タイ、クック諸島、IAPH、ICS、INTERTANKO、

IPTA及びCEFIC 
③ 議長等 

議 長：Mrs. M.C. Tiemens-Idzinga（蘭） 
事務局：Mr. S. Micallef 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
岡村 敏  財団法人日本船舶技術研究協会 
石綿 雅雄 社団法人日本化学工業協会 
関口 俊秀 東京工業大学 
濵田 高志 社団法人日本海事検定協会 

(2) 議 題 
① 洗浄剤の評価 
② 新規物質の評価 
③ データの不足した既存物質の評価 
④ MEPC.2／Circ.の見直し 
 

(3) 審議の概要 
 審議の概要を付録 1.4 に示す。 
 

* * * 



第 3 章 国連危険物輸送及び分類調和専門家委員会 
 

3.1 第 29 回及び 30 回 UNSCETDG への対応 

 危険物等海上運送国際基準検討委員会及び危険物輸送 UN 対応部会において、それぞれ第 29

回及び 30 回 UNSCETDG 提案文書概要（付録 2.1 及び 2.3）を作成し、これに基づき審議検討を

行った。その検討結果を同付録 2.1 及び 2.3 に示す。 
 
3.2 第 11 回及び 12 回 UNSCEGHS への対応 
 危険物等海上運送国際基準検討委員会及び危険物輸送 UN 対応部会において、それぞれ第 11
回及び 12 回 UNSCEGHS 提案文書概要（付録 2.5 及び 2.7）を作成し、これに基づき審議検討を

行った。その検討結果を同付録 2.5 及び 2.7 に示す。 
 
3.3 UNSCETDG 等審議概要 
3.3.1 第 29 回 UNSCETDG 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成18年7月3日～12日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、チェコ、

中国、フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、メキシコ、日本、オランダ、ノル

ウェー、ポーランド、ポルトガル、ロシア、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、英

国、米国、ブルガリア、ケニア、ニュージーランド、スロバキア、スイス、ザンビア、

IAEA、ICAO、EC、IMO、OCTI、OTIF、ABSA、AEGPL、AFEMS、AHS、AISE、CGA、

CEPE、CLEPA、COSTHA、COLIPA、DGAC、EIGA、EFMA、FEA、GEA、 IATA、

ICCA、ICCR、ICDM、ICIBCA、ICPP、IDGCA、IEC、IFALPA、IFDI、ISO、PRBA、

SAAMI、SEFEL、UIC、USFCC、VOHMA及びWNTI 
③ 議長等 

議 長：Mr. S. Benassai （イタリア） 
副議長：Ms. L. Hume-Sastre （カナダ） 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
石和 浩次 社団法人電池工業会 

木下 裕道 社団法人日本電機工業会 

斉藤 修一郎 社団法人日本電機工業会 
中島 紀昭 独立行政法人産業技術総合研究所 
三宅 庸雅 社団法人日本海事検定協会 
八十川 欣勇 国連危険物輸送専門家小委員会委員･社団法人日本海事検定協会 

 (2) 議 題 
① 議題の採択 
② 火薬類の輸送 
③ ガスの輸送 
④ 容器（IBCs及び大型容器を含む。） 

(a) 容器試験 
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(b) IBCs 
(c) その他の提案 

⑤ 少量危険物 
⑥ 分類及び容器包装 

(a) 電池／燃料電池 
(b) 感染性病原物質 
(c) その他の提案 

⑦ UNモデル規則の関するその他の提案 
⑧ IAEA 放射性物質安全輸送規則との調和 
⑨ UNモデル規則による危険物輸送規則の地球的調和を容易にするための選択肢（世

界危険物輸送条約） 
⑩ 危険有害通報の促進 
⑪ モデル規則の策定基本指針 
⑫ GHSに関する問題 
⑬ その他 
⑭ 報告書の承認 

(3) 審議結果一覧 
 表 3.3.1 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.1 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.2 に示す。 
 

表 3.3.1 UNSCETDG 29 審議結果一覧表（1/3） 
（平成18年7月3日～12日、ジュネーブ） 

議題 文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 備考･結果 

C3/57 事務局 予定議題 適 宜 *採択 
C3/57/a1 事務局 文書リスト 資 料 資 料 1 
C3/57/a2 事務局 会合時間表 資 料 資 料 
05/11 スペイン 改訂通気管試験（試験8(d)） 適 宜 *採択 
05/29 ドイツ HOBtの分類 賛 成 *採択 
06/7 ノルウェー 火薬類と硝安との混載 賛 成 *採択 
06/29 英国 信号筒及び信号炎管（1.4G/1.4S）の輸送 賛 成 採択 

2 

06/62 カナダ 1.4Sに分類するための追加試験 適 宜 新提案 
06/1 EIGA サルベージ容器 適 宜 新提案 
06/2 EIGA 引火性ガスの分類に関するISO基準 適 宜 採択（4/06/02） 
06/4 EIGA UN勧告､GHS及びRID/ADRの数値の調和 適 宜 *採択（4/06/03）
06/17 ISO 第 6.2 章の参照 ISO の最新化 適 宜 *採択 
06/26 ドイツ ガス容器に関する第6.2章の改正 適 宜 *採択 
06/39 米国 包装基準P200のSP“d” 適 宜 持越し 
06/40 米国 ゲルマン（UN2192）の充填率 適 宜 *採択 
06/41 米国 包装基準P200の充填率の改正 適 宜 採択 

3 

06/44 CGA ゲルマンの充填率 適 宜 *採択 
4a 06/59 仏 落下試験要件 適 宜 *採択 

06/14 ドイツ ISO16106の参照 適 宜 *採択 
06/20 ICPP/ICCA IBCsの底部持ち上げ試験 適 宜 採択 
06/24 ドイツ IBCsの水圧試験 適 宜 新提案 4b 

06/25 ドイツ IBCsの紫外線防護 適 宜 新提案 
注：*印は､修正又は一部が採択されたものである。 
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表3.3.1 UNSCETDG 29 審議結果一覧表（2/3） 

議題 文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 備考･結果 

06/30 英国 IBCsの安全積重ね加重表示 適 宜 *採択 
4b 

06/32 米国 IBCsの振動試験 適 宜 *採択 
4c 06/6 ノルウェー 容器の使用材料 賛 成 次回新提案 

06/45 英国 適用除外危険物 適 宜 *採択 
06/49 ICCA/DGAC 薬学研究開発用少量サンプルの適用除外 適 宜 次回新提案 
06/56 事務局 L/Qに関する改正 適 宜 *採択 

5 

06/66 ICAO 少量危険物に関する意見 適 宜 報告 
05/43 PRBA リチウムイオン電池提案に関する検討問題 資 料 説明資料 
05/44 PRBA リチウムイオン電池のSP188の改正 賛 成 不採択 
05/45 PRBA リチウムイオン電池の新エントリー 賛 成 不採択 
05/46 PRBA リチウムイオン電池におけるWhの使用 賛 成 *不採択 

6a 

06/50 仏/米国 クラス2.1､4.3､8の物質を内蔵する燃料電池 賛 成 *採択 
06/3 ドイツ 感染性病原物質：培養株の定義 賛 成 取下げ 
06/13 ドイツ 医療廃棄物の分類 賛 成 採択 
06/16 オ-ストリア PI P650のドライアイス及び液体窒素の要件 適 宜 取下げ 
06/31 オ-ストリア 感染動物死体の分類要件 適 宜 取下げ 
06/34 WHO 6.2章の変更に対する意見 適 宜 採択 
06/46 英国 ばら積み動物死体の輸送 賛 成 次回修正提案 

6b 

06/60 IATA P650（Div.6.2の包装基準） 適 宜 不採択 
06/9 ICCA 環境有害物質“cleaning pad”の新SP         適 宜 採択 
06/10 ICCA/ICCTA 硝酸(UN2031)の容器基準 適 宜 採択 
06/11 ドイツ クロロシラン類の規定の改正 適 宜 次回修正提案 
06/12 ICCA 有機化酸化物の新処方物 賛 成 *採択 

06/19 英国 人の経験によるClass 6.1及び 8の分類基準 賛 成 趣 旨 採 択
(4/06/04) 

06/22 米国 IBC包装基準のSPの改正 適 宜 *採択 
06/23 ドイツ 塩素（UN1017）の分類変更 適 宜 採択 
06/33 米国 アルコール/ガソリン混合燃料 適 宜 *採択 
06/36 英国 臭素（UN1744）の包装基準 適 宜 *採択 
06/42 CEPE 特別包装規定（SPP） PP1の改正 適 宜 新提案 
06/47 ICCA 固体物質のバルクコンテナ輸送規定 適 宜 修正提案 
06/52 ICCA UN1336（水湿性）のIBCs輸送 適 宜 取下げ 
06/57 事務局 UN1569（臭化アセトン） 適 宜 採択 

6c 

06/58 事務局 SP198の改正 適 宜 採択 
06/8 ドイツ 換気済薫蒸貨物輸送ユニットの輸送 適 宜 採択 
06/15 オ-ストリア 危険物輸送関係者の責任の割当て 適 宜 不採択 
06/18 FIATA オーバーパックの定義及び表示 反 対 不採択 
06/21 米国 固体環境有害物質のバルクコンテナ輸送 適 宜 採択 
06/35 英国 Class 3-9の物質のタンク輸送 適 宜 次回新提案 

7 

06/67 ICAO DGP/20によるモデル規則改正提案 適 宜 採択 
8 06/53 英国 IAEA規則との調和 適 宜 *採択 

06/5 WNTI 世界危険物輸送条約 適 宜 検討資料 
06/38 蘭 世界条約による調和 適 宜 検討資料 
06/43 英国 世界条約問題解決のための第1段階 適 宜 趣旨採択 9 

06/65 ICAO 世界調和のための選択肢に関する意見 適 宜 報告 
10 06/37 英国 標札様式（5.2章）の許容差 適 宜 取下げ 

06/48 英国 モデル規則の策定基本指針 適 宜 趣旨採択 11 
06/54 蘭 危険物の分類と輸送条件との関係 適 宜 報告 

注：*印は､修正又は一部が採択されたものである。 
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表3.3.1 UNSCETDG 29 審議結果一覧表（3/3） 

議題 文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 備考･結果 

06/27 ドイツ GHSで未規定の爆発性状 適 宜 *採択（4/06/05）

06/28 ドイツ 不安定ガスの物理化学的危険性 適 宜 趣 旨 採 択
(4/06/06) 

06/51 蘭 水生環境有害性 適 宜 不採択 
12 

06/61 SAAMI GHS2.1章(火薬類)の改正 適 宜 不採択(4/06/07）
06/55 IDGCA SADT試験法の改正 適 宜 次回修正提案 
06/63 ICAO ICAO DGPの決定事項 適 宜 報告 13 
06/64 ICAO ICAO包装基準の様式替え 適 宜 報告 

注：*印は､修正又は一部が採択されたものである。 
 
3.3.2 第 30 回 UNSCETDG 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成18年11月28日～12月7日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、

チェコ、フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、日本、オランダ、ノルウェー、

ポーランド、ポルトガル、ロシア、スペイン、スウェーデン、英国、米国、ケニア、

ルーマニア、スイス、IAEA、ICAO、EC、IMO、OTIF、UPU、WHO、OTIF、AEGPL、
AHS、AISE、CGA、CEPE、CLEPA、COSTHA、COLIPA、DGAC、EIGA、EFMA、

FEA、FIATA、EMPAC、IATA、IAPRI、ICCA、ICCR、ICDM、ICIBCA、ICPP、IFALPA、

IFDI、ISO、RCMASA、PRBA、SAAMI、UIC、USFCC、VOHMA及びWNTI 
③ 議長等 

議 長：Mr. S. Benassai （イタリア） 
副議長：Ms. L. Hume-Sastre （カナダ） 

④ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
園田 敏彦 国土交通省海事局検査測度課 
斉藤 修一郎 社団法人日本電機工業会 
中島 紀昭 独立行政法人産業技術総合研究所 
兜森 俊樹 社団法人日本電機工業会 
佐藤 光雄 社団法人日本電機工業会 
松木 邦夫 社団法人日本化学工業会 
三宅 庸雅 国連危険物輸送専門家小委員会委員・社団法人日本海事検定協会 
八十川 欣勇 社団法人日本海事検定協会 

 (2) 議 題 
① 議題の採択 
② 危険物輸送勧告の改正提案 

(a) 危険物輸送モデル規則 
(b) 試験及び判定基準マニュアル 
(c) 放射性物質に関する規定 

③ UNモデル規則による危険物輸送規則の地球的調和を容易にするための選択肢（世

界危険物輸送条約） 
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④ 危険有害通報の促進 
⑤ モデル規則の策定基本指針 
⑥ GHSに関する問題 
⑦ 2007 – 2008年次の作業計画 
⑧ 経済社会理事会勧告案 2006/… 
⑨ 2007 – 2008年次の役員選出 
⑩ その他 
⑪ 報告書の承認 

 (3) 審議結果一覧 
 表 3.3.2 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.3 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.4 に示す。 
 

表 3.3.2 UNSCETDG 30 審議結果一覧表（1/2） 
（平成18年12月4日～12日、ジュネーブ） 

議題 文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 備考･結果 

C3/59 事務局 予定議題 適 宜 採択 
1 

C3/59/a1 事務局 文書リスト 資 料 資 料 
06/11 ICCA クロロシラン類の規定の改正 適 宜 採択 

06/39 米国 包装基準P200のSP“d” 適 宜 *採択 
06/69 オーストリア 危険物輸送関係者の責任の割当て 適 宜 不採択 
06/70 豪州 PI P099の改正 適 宜 採択 
06/71 EIGA ガス用サルベージ容器 適 宜 不採択 
06/72 ICCA コンテナ等収納証明書の署名 適 宜 採択 
06/73 ICCA PI P520の改正 適 宜 不採択 
06/74 ノルウェー 重合ゴム容器 賛 成 *採択 
06/75 ドイツ 6.2章（ガス容器）の改正 適 宜 *採択 
06/76 IATA 貨物フォーワーダーによる輸送物の作成 適 宜 次期提案 
06/77 ICCA/DGAC 少量薬学研究開発物質の適用除外 適 宜 不採択 
06/78 カナダ IBCsの振動試験判定基準 適 宜 *採択 
06/79 CEPE UN3082へのPP１の適用 適 宜 *採択 
06/81 DGAC/ICCR 落下試験の落下面の要件 賛 成 *採択 
06/82 カナダ 引火性ガスを内蔵する燃料電池 適 宜 *採択 
06/83 IFALPA リチウムイオン電池の新エントリー 適 宜 採択 
06/84 英国 閃光組成物の定義（2.1.3.5.5） 適 宜 *採択 
06/85 英国 貨物コンテナの定義 適 宜 不採択 
06/87 ISO ISO規格の最新化 適 宜 採択 
06/89 PRBA リチウムイオン電池のSP188の改正 適 宜 取下げ 
06/90 EFMA 硝安肥料（UN 2067）の分類 適 宜 *採択 
06/91 英国 ばら積み動物死体の輸送 適 宜 *採択 
06/92 英国 適用除外危険物 適 宜 *採択 
06/93 米国 吸入毒性液体のタンクの割当て 適 宜 *採択 
06/94 米国 シランに対するP200“d”の削除 適 宜 採択 
06/95 米国 UN3475へのIBCsの割当て 適 宜 採択 

2a 

06/96 CGA P200の充填率及び使用圧力の改正 適 宜 *採択 
注：*印は､修正又は一部が採択されたものである。 
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表 3.3.2 UNSCETDG 30 審議結果一覧表（2/2） 

議題 文書番
号 提案国等 文  書  標  題 対 応 備考･結果 

06/97 米国 リチウム電池のSP188の改正 適 宜 *採択 
06/98 米国 煙火（1.4G/1.4S）への大型容器の使用 適 宜 取下げ 
06/99 米国 P200の充填率の改正 適 宜 採択 
06/100 UPU 郵便による危険物の輸送 適 宜 *採択 
06/101 事務局 危険物輸送勧告の改正案 適 宜 *採択 
06/102 事務局 その他の改正 適 宜 採択 

2a 

06/103 事務局 適用除外危険物 適 宜 *採択 
06/80 スイス 試験マニュアル23節の改正 適 宜 *採択 
06/101 事務局 危険物輸送勧告の改正案 適 宜 *採択 2b 
06/102 事務局 その他の改正 適 宜 採択 

06/53 英国 IAEA規則との調和 資 料 資料 
06/88 英国 Class 7の適用除外輸送物 適 宜 採択 2c 
06/68 オーストリア 専用積載輸送時の表示 適 宜 取下げ 

5 06/86 英国 規則策定基本指針案 適 宜 *採択 
注：*印は､修正又は一部が採択されたものである。 
 
3.3.3 第 11 回 UNSCEGHS 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成18年7月12日～14日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、

デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、日本、オラ

ンダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、カタール、セネガル、南アフリカ、

スペイン、スウェーデン、英国、米国、カンボジア、キプロス、ガンビア、インドネシ

ア、ケニア、韓国、ラオス、メキシコ、ナイジェリア、フィリピン、ロシア、スロベニ

ア、スイス、タイ、UNITAR、EC、OECD、AISE、CGA、CEFIC、CI、DGAC、EFMA、

EIGA、IFPCM、ICCA、IFPCM、IPPIC、ISO及びSDA 
③ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 

加藤 二子 経済産業省製造産業局化学物質管理課 
城内 博  日本大学大学院理工学研究科 
中島 紀昭 独立行政法人産業技術総合研究所 
藤原 修三 独立行政法人産業技術総合研究所 
三宅 庸雅 社団法人日本海事検定協会 
八十川 欣勇 社団法人日本海事検定協会 

(2) 議 題 
① 議題の採択 
② GHSの最新化 

(a) 物理化学的危険性 
(b) 健康有害性 
(c) 環境有害性 
(d) その他 
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③ ハザードコミュニケーション 
 (a) ラベル要素の序列 
 (b) 危険有害性情報及び注意書きのコード化 
 (c) 選択可能方式：指針及びその実施 
 (d) 極小寸法容器の表示 
 (e) その他の提案 
④ GHSの実施 
 (a) 政府又は機関からの報告 
 (b) 他の国際機関との協力 
 (c) その他 
⑤ キャパシティ･ビルディング 
⑥ 調整及び作業計画 
⑦ その他 
⑧ 報告書の承認 

 (3) 審議結果一覧 
 表 3.3.3 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.5 に示す。 
(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.6 に示す。 
 

表 3.3.3 UNSCEGHS 11 審議結果一覧表 
（平成18年7月12日～14日、ジュネーブ） 

文書 
番号 議題 提案 

国等 文  書  標  題 対 応 備考・結果 

06/01 2c OECD ODCs の分類及び表示システムの詳細比較 適  宜 検討継続 
06/02 2a EIGA 引火性ガスの分類に関するISO基準 適  宜 採択 
06/03 2a EIGA UN勧告、GHS及びRID/ADRの数値の調和 適  宜 採択（一部修正） 
06/04 4c 英国 人の経験によるClass6.1及び8の分類基準 適  宜 趣旨採択 
06/05 2a ドイツ GHSで未規定の爆発性状 適  宜 採択（一部修正） 
06/06 2a ドイツ 不安定ガスの物理化学的危険性 適  宜 趣旨採択 
06/07 2a SAAMMI GHS2.1章（火薬類）の改正 適  宜 不採択 
06/08 3b CEFIC 危険有害性情報及び注意書きのコード化 適  宜 採択（一部修正） 

06/09 3b CEFIC/他 危険有害性情報及び注意書きのコード化

（Annexの様式替え） 適  宜 検討継続 

06/10 2d 事務局 包装手段の定義 適  宜 報告 
06/11 3e CEFIC 区分1.5/1.6の火薬類の絵表示 適  宜 取下げ 
06/12 3d CEFIC 極小寸法容器の表示 適  宜 趣旨採択 
06/13 2b OECD 発がん性潜在力の評価法 適  宜 採択 
06/14 2b OECD 毒性ガス混合物 適  宜 検討継続 
06/15 2b 事務局 健康有害性に関する用語の明確化 適  宜 採択 
06/16 2b OECD 感作性の強弱 適  宜 検討継続 
06/17 2c OECD 水生生物に対する慢性毒性の分類体系 適  宜 検討継続 

 
3.3.4 第 12 回 UNSCEGHS 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成18年12月12日～14日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 
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アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、

デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリー、日本、オラ

ンダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、セネガル、スペイン、スウェーデ

ン、英国、米国、カンボジア、ガンビア、インドネシア、ナイジェリア、フィリピン、

ルーマニア、ロシア、スロベニア、スイス、タイ、UNEP/SCB、UNITAR、FAO、ILO、

WHO、EC、OECD、AEGPL、AISE、CGA、CEFIC、DGAC、EIGA、IFPCM、ICCA、

ICPP、IPIECA、IPPIC、RCMASA、SAAMI及びSDA 
③ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 

加藤 二子 経済産業省製造産業局化学物質管理課 
城内 博  日本大学大学院理工学研究科 
園田 敏彦 国土交通省海事局検査測度課 
中島 紀昭 独立行政法人産業技術総合研究所 
藤原 修三 独立行政法人産業技術総合研究所 
三宅 庸雅 社団法人日本海事検定協会 
森田 健  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部 
八十川 欣勇 社団法人日本海事検定協会 

 (2) 議 題 
① 議題の採択 
② GHSの最新化 

(a) 物理化学的危険性 
(b) 健康有害性 
(c) 環境有害性 
(d) その他 

③ ハザードコミュニケーション 
 (a) ラベル要素の序列 
 (b) 危険有害性情報及び注意書きのコード化 
 (c) 選択可能方式：指針及びその実施 
 (d) 極小寸法容器の表示 
 (e) その他の提案 
④ GHSの実施 
 (a) 政府又は機関からの報告 
 (b) 他の国際機関との協力 
 (c) その他 
⑤ キャパシティ･ビルディング 
⑥ 2007 – 2008年次の作業計画 
⑦ 経済社会理事会勧告案 2006/… 
⑧ 2007 – 2008年次の役員選出 
⑨ その他 
⑩ 報告書の承認 

(3) 審議結果一覧 
 表 3.3.4 に提案文書及び審議結果の概要を示す。また各提案文書の詳細を付録 2.7 に示す。 
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(4) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.8 に示す。 
 

表 3.3.4 UNSCEGHS 12 審議結果一覧表 
（平成18年12月12日～14日、ジュネーブ） 

文書 
番号 議題 提案 

国等 文  書  標  題 対 応 備考・結果 

06/19 2 事務局 GHS 改訂初版への修正案 適  宜 採択（一部修正） 
06/20 2d CEFIC GHS付属書1、2、3の改定案 適  宜 検討継続 

06/21 3d 英国 IMO MARPOL AnnexⅡによるばら積み物質

の輸送情報 適  宜 採択（一部修正） 

06/22 2d 事務局 危険有害性クラス、区分のカットオフ値/濃
度限界の修正 適  宜 採択（一部修正） 

06/23 2b ドイツ GHS3.4章判定論理3.4.1及び3.4.2の改正 適  宜 採択（一部修正） 

06/24 3c フランス ビルディングブロックアプローチの実施ガ

イダンス 適  宜 採択（一部修正） 

06/25 2a 米国 毒性ガスの混合物 適  宜 採択 
 
3.3.5 第 3 回 UNCETDG&GHS 審議概要 
(1) 会合の概要 

① 平成18年12月10日 ジュネーブ国連欧州本部 
② 参加国又は機関 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、中国、

フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、アイルランド、日本、オランダ、ニュー

ジーランド、ノルウェー、ポーランド、ロシア、セネガル、スペイン、スウェーデン、

英国、米国、コロンビア、ガーナ、インドネシア、ナイジェリア、フィリピン、ルーマ

ニア、スイス、タイ、UNEP/SCB、UNITAR、FAO、ILO、WHO、CEC、OECD、CEFIC、
IFPCM、AEGPL、DGAC、ICCA、IATA、ISO、SDA、CGA、IPPIC及びSAAMI 

③ 日本からの出席者（敬称略、順不同） 
加藤 二子 経済産業省製造産業局化学物質管理課 
城内 博  日本大学大学院理工学研究科 
園田 敏彦 国土交通省海事局検査測度課 
三宅 康雅 危険物輸送･分類調和専門家委員会委員・社団法人日本海事検定協会 
八十川 欣勇 社団法人日本海事検定協会 

 (2) 議 題 
① 議題の採択 
② 議長等の選出 
③ ECOSOCの決議及び決定 
④ 今次2年間（2005－2006）の危険物輸送専門家小委員会の作業 
⑤ 今次2年間（2005－2006）の分類調和専門家小委員会の作業 
⑥ 次期2年間（2007－2008）の作業計画 
 (a) 作業計画及び関連提案 
 (b) 会合日程 
⑦ ECOSOC決議案（2007/...） 
⑧ その他の事項 
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⑨ 報告書の承認 
 (3) 審議の概要 
 審議の概要を付録 2.9 に示す。 
 
 
 

* * * 
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お わ り に 
 
 海上運送される危険物や特殊貨物は極めて種類が多く運送に係る要件も多岐にわたっている。

従って、多くの技術分野の専門家集団により、海上運送に関する検討がなされ安全策を講じてい

る。日本の代表として IMO 及び UN 等の国際会議に参加している団員は、多くの技術分野の専

門家集団により検討された的確な結論を基に立脚された意見を述べ討議に参加している。すなわ

ち、国際会議での議論の前に、日本において専門家集団による十分な情報交換、議論、分析、検

討、そして結論付けがおこなわれていなければならない。このような、組織化された専門集団に

よる検討がなければ、国際会議での日本の議論は、表面的で形式的な空疎なものになりかねない。 
 先進工業国であり、工業製品の種類も多い日本の取り扱う貨物は、当然多様なものとなる。そ

のため、上記専門家集団の活躍が極めて重要であり、その活動は単に国内問題に留まらず世界の

海事の安全に繋がるといってよい。 
 日本における専門家集団に対応している本委員会では、IMO 及び UN 委員会に提出される諸問

題を検討するだけでなく、独自に調査課題を設定して、その解決策を探求し、地道で総合的な活

動を行うことにより危険物や特殊貨物の安全運送の確保に寄与している。 
 なお、本委員会では、来年度以降も引き続き IMO 及び UN への各国の提案文書を詳細に検討

し、各種安全基準の改善に努める予定である。 
 本報告書の作成にあたり、ご協力いただいた関係各位に厚く謝意を表するとともに、本報告書

が海上運送の安全の一助となれば幸である。 
 
 

* * * 
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